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Ⅰ 第３次計画の策定にあたって 

 

平成25年度から29年度の第２次計画では、地球温暖化対策の推進に関する法律に基づ

いた計画として、「平成29年度までに平成23年度比で６％削減」という温室効果ガス削

減目標を掲げて取り組みました。 

この間、国際的な動きとして、2015年12月に国連気候変動枠組条約第21回締約国会議

（COP21）がフランス・パリにおいて開催され、新たな法的枠組みである｢パリ協定｣が採

択されました。この協定では、産業革命前からの気温の上昇を２度未満に抑えることを

目標に掲げ、今世紀後半には温室効果ガスの人為的な排出と吸収の均衡を達成し、排出

量を実質的にゼロにすることを目指しています。 

我が国では、2016年５月に｢地球温暖化対策計画｣が閣議決定され、中期目標として温

室効果ガス排出量を2030年度に2013年度比で26.0%の削減が目標として掲げられ、さらに

行政を含む「業務その他部門」では40.0％の削減目標が掲げられました。 

このような状況を踏まえ、四万十市役所においても、第２次計画期間における目標達

成状況や取り組みの検証を行い、目標達成に向けてより実効性があがるよう、状況の変

化に対応した新たな取り組み等追加し、計画の見直しを行いました。 
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Ⅱ 計画の基本的事項  

 

１ 計画の目的 

 

⑴ 本計画は、地球温暖化対策の推進に関する法律に基づく計画として策定するも

のです。 

⑵ 市は、経済活動の主体としてのウェイトが大きく、かつ、一つの事業者・消費

者としての立場から、環境への負荷を低減するため、市の活動に係る温室効果ガ

スの排出抑制を図るなどの措置により、地球温暖化対策の推進を図ります。 

⑶ 市自らが率先し取り組むことにより、市民や事業者の環境保全に向けた自主

的・積極的な取り組みを促進します。 

⑷ 職員一人ひとりが、計画の実践を通して環境保全意識の向上を図ります。 

 

２ 計画の対象範囲 

 

⑴ 対象施設 

  本計画の対象とする施設は、市内の市所有の全施設とします。 

  ⑵ 対象事務・事業 

本計画における計画の対象範囲は、(1)の対象施設で市が行う全ての事務及び事

業活動とします。 

ただし、外部への委託等により実施する事務事業については、温室効果ガスの

排出の抑制等の措置が可能なものについて、受託者等に対して必要な排出抑制等

の措置を講ずるよう要請するものとします。 

⑶ 対象温室効果ガス 

本計画の対象とする温室効果ガスは、二酸化炭素（CO2）とします。 

 

３ 計画の期間 

 

本計画の期間は、平成30年度から平成34年度までの５年間とします。 
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Ⅲ 計画の目標  

 

１ 温室効果ガスの総排出量削減目標 

 

第３次計画では、平成28年度の温室効果ガス排出量を基準とし、平成34年度末ま

でに６％以上の削減に努めることとします。 

 

排出源ごとの削減目標について、以下のとおり取り組みます。 

エネルギー別の削減目標 

○電  気：平成34年度末までに現状比(平成28年度実績)６％以上の削減に努める。 

○ガソリン：平成34年度末までに現状比(平成28年度実績)６％以上の削減に努める。 

○軽  油：平成34年度末までに現状比(平成28年度実績)６％以上の削減に努める。  

○Ａ 重 油：平成34年度末までに現状比(平成28年度実績)６％以上の削減に努める。 

○灯  油：平成34年度末までに現状比(平成28年度実績)６％以上の削減に努める。 

○Ｌ Ｐ Ｇ：平成34年度末までに現状比(平成28年度実績)６％以上の削減に努める。 

 

２ 目標の見直し 

 

項目別の削減目標及び温室効果ガスの総排出量に関する削減目標については、毎

年実施する計画の推進状況の点検や計画期間中の状況変化等を踏まえ、必要に応じ

見直しを行います。 
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Ⅳ 取り組み項目  

 

市では、この実行計画における温室効果ガスの削減目標を達成するため、次のとお

り環境保全項目を定め、事務・事業における環境への負荷を低減し、定期的な見直し

を行いながら継続的な改善に努めるものとします。 

 

１ 冷暖房電力削減に向けた取り組み 

 

○冷暖房温度は、冷房時28℃以上、暖房時20℃以下に設定します。  

○冷暖房効率を上げるために、カーテン、ブラインドを活用します。  

○夏季は、冷房の使用の抑制や冷房効率を上げるために、ツル性植物で窓際を覆

うグリーンカーテンの設置に努めます。 

○冷暖房中は窓、出入口の開放禁止を徹底します。  

○断続的に使用する部屋（会議室等）の空調はこまめに電源を切ります。 

○エアコンのフィルター清掃を定期的に行います。  

○夏季は、暑さをしのぎやすい軽装（ノーネクタイ等）を励行します。 

○冬季は、重ね着をする等、着衣を調整し暖房の使用を抑制します。  

 

２ 電気使用量削減に向けた取り組み 

 

○始業開始前は、必要箇所を除いて原則消灯します。  

○昼休みは、窓口業務等を除いて原則消灯します。  

○残業する場合は、業務に支障のない範囲で部屋の部分消灯を行います。  

○照明器具の清掃を定期的に実施します。  

○廊下、階段等の共有部分の照明は、支障にならない範囲で消灯します。  

○断続的に使用する部屋（会議室、給湯室、トイレ等）の照明はこまめに消灯し

ます。 

○天気の良い日は日当たりの良いエリアの照明を消灯します。 

○パソコン・コピー機の省電力モードを活用します。 

○パソコンのモニター画面の輝度を下げます。 

○窓口業務を除き、昼休みはＯＡ機器の電源を切ります。 

○退庁時にはＯＡ機器の電源プラグをコンセントから抜きます。（スイッチ付き

電源タップ等を活用） 

○長時間、電気製品を使用しない場合は、コンセントを抜き待機電力を削減しま

す。 
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○温水洗浄便座は季節にあわせて設定温度を調節し、使用時以外はフタを閉めま

す。 

○デマンド監視装置を設置して電気使用量の見える化を図り使用量を抑制します。

○ノー残業デーを徹底します。 

 

３ 公用車の燃料使用量削減に向けた取り組み 

 

○公用車の使用実態等を精査し、台数の削減並びに集中管理に努めます。  

○荷物の積み降ろし、人待ち、待機時は、アイドリングストップを行います。  

○急発進・急加速を抑制し、走行中も経済速度（法定速度）を心掛けます。 

○不要な荷物を積んだまま走行しないように車内の整理を心がけます。  

○合理的な走行ルートを選択し、燃料の削減に努めます。 

○定期的（給油時等）にタイヤの空気圧を点検します。 

○近距離の移動には、可能な限り徒歩や自転車の利用に努めます。  

○出張等では可能な限り公共交通機関を利用します。 

 

４ 環境に配慮した自動車の導入の取り組み 

 

公用車買い替えの際は、「公用車への低公害・低燃費車の導入方針」に基づき、

環境に配慮した自動車の導入を図ります。 

 

○次世代自動車（電気自動車、ハイブリッド自動車等）については、可能な範囲

で購入に努めます。 

○ガソリン自動車、ディーゼル自動車等については、燃費や排出ガスの基準につ

いて一定以上の環境性能を有するものとします。 

 

５ 給湯・湯沸し時の燃料使用量削減に向けた取り組み 

 

○ガス給湯器の温度設定を低めに設定します。 

○ガスコンロの火の強さは、やかん等の大きさに合わせて調節します。 

○湯沸かし時には水から温めず、給湯器や瞬間湯沸かし器のお湯を沸かすように

します。 

○ガス瞬間湯沸器の種火は、使用時以外は消すようにします。 

○電気ポット等の使用時間を就業時間内に限定し、待機電力を削減します。 

○湯沸し時には必要最小限の量を沸かすようにします。 
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６ 用紙使用量削減に向けた取り組み 

 

○両面コピー・両面印刷の実施、使用済み用紙の裏面使用を徹底します。 

○コピー・印刷部数を把握し、必要最小限のコピー・印刷に努めます。 

○ミスコピーを防止するため、コピー機使用前にはリセットされているかを確認

します。 

○通知や情報交換などは電子メール、庁内ＬＡＮ及びホームページを活用し、ペ

ーパーレス化を推進します。 

○会議はプロジェクターを活用するなど、必要最小限の会議資料にするよう努め 

ます。 

○会議では、できるだけ封筒を使用しないように努めます。 

○個人の資料所有を減らすため、ファイリングシステムをより一層強化します。 

 

７ 節水に向けた取り組み 

 

○手洗い、歯磨きをする場合、水の出しっ放しをやめ、こまめに水を止めます。 

○湯のみ等の洗浄に際しては、洗い桶に水を溜めて利用するなど節水に努めます。 

○トイレの洗浄水や芝生・植木などの散水は雨水利用を図ります。  

 

８ グリーン購入の取り組み 

 

物品購入の際は「四万十市グリーン購入基本方針」に基づき、必要性を十分考慮

して最小限の購入量とし、環境に配慮した製品の購入に努めます。 

また、購入した物品は、大切に使用すると共に修繕等により長期使用に努めます。 

 

○コピー用紙等は、総合評価値80以上で古紙パルプ配合率が高いものを購入しま

す。 

○トイレットペーパーは、古紙パルプ配合率100％で、シングル巻きの製品を購入

します。 

 ○文具・事務用品等は、エコマークやグリーンマークなどの環境ラベルが表示さ

れているものを購入します。 

○ＯＡ機器やエアコン等は、エコマークや省エネラベリング制度などの環境ラベ

ルを参考に省エネルギー型のものの導入を図ります。 

○印刷物の発注に当たっては、総合評価値80以上の用紙を使用し、また、紙への

リサイクルの妨げとなる材料などは使わないことを原則とします。 
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９ ごみの減量に向けた取り組み 

 

○庁内ごみの３Ｒ（リデュース、リユース、リサイクル）に積極的に取り組みま

す。 

○学校、保育所及び病院等から排出される生ごみの減量・資源化に取り組みます。 

○剪定木等の堆肥化に努め、学校、保育所等から排出される剪定木や草木の減量・

資源化に取り組みます。 

○イベント等から排出されるごみの減量・資源化に努めます。 

○資源化が可能な物は全てリサイクルします。 

○文書の整理を定期的に行い、不要な文書は適正処理（リサイクル）します。 

（同一部署内には同じ書類を複数保存しない。） 

○机の書類の整理を定期的に行い、個々の机上には書類を保管しません。 

○紙コップなどの使い捨て製品の使用を抑制します。 

○不要な資材については廃棄前に必要とする部署がないか確認します。 

 

10 施設の新築・改築・設備改修に関わる取り組み 

 

○自然光の活用や断熱性を高める設計、照明や空調等について高効率型の設備導

入を検討します。 

○太陽光発電や木質バイオマス熱利用等の自然環境に配慮した再生可能エネルギ

ーの活用を検討します。 

○雨水や中水の利用設備導入について検討します。     

○市の施設は市産材を利用した木造建築を原則とし、施設の内外装や設備・備品

等についても市産材を利用した木質化を検討します。 

 

11 その他の取り組み 

 

○エレベーターは原則、来客用または台車等による荷物の運搬用とし、職員は可

能な限り階段を利用します。 

○マイバッグを利用し、レジ袋の削減に努めます。 

○通勤時はできる限り、徒歩や自転車、自家用車の乗り合わせ、公共交通機関を

利用するように努めます。 

○上記以外のすべての温室効果ガスの削減に効果のある取り組みに努めます。
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Ⅴ 推進体制、点検・評価  

 

１ 推進体制 

 

市役所の地球温暖化対策を推進していくためには、職員一人ひとりが自覚を持ち

取り組むことが必要です。また、この取り組みは、環境担当部署のみならず、市役

所全体で行うことが必要不可欠です。 

そこで、本計画の推進、点検等を効率的に行うため、「四万十市地球温暖化防止

実行委員会」（以下「実行委員会」という。）を設置します。 

【概要】 

○委員長は、副市長が努めるものとし、実行委員会を総括する。 

○委員は、四万十市地球温暖化防止実行委員会設置要綱に記載する職員で構成す

る。 

○事務局は、環境生活課に置き、実行委員会の事務を処理する。 

    また、各所属における本計画の実践リーダーとして、各所属に１名のエコリー

ダーを配置します。 

 

２ 職員に対する研修等  

 

⑴ 職員研修等の機会を通じ、職員へ計画趣旨の徹底を図ります。  

⑵ 課内会議等、定期的な会議において、職員の環境意識向上を図ります。  

 

３ 実施状況の点検・評価及び公表  

 

⑴ 点検・評価 

ア 本計画の実施状況調査は、所属部署毎に前年度分の燃料等使用量及び配慮項

目の取組み状況を別に定める環境点検調査票に記入し、毎年度５月末までに事

務局に提出します。 

イ 実行委員会は、毎年度６月頃に前項の調査結果に基づき、本計画の達成状況

の点検・評価を行い、必要に応じて計画の見直しを行います。 

⑵ 公表 

本計画の内容及び定期的な点検結果等については、広報誌やインターネットホ

ームページ等により市民に公表します。 
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○四万十市地球温暖化防止実行委員会設置要綱 

平成21年３月30日 

訓令第４号 

改正 平成23年４月１日訓令第４号 

平成26年４月１日訓令第７号 

平成27年４月１日訓令第８号 

平成28年４月１日訓令第19号 

平成29年３月31日訓令第３号 

平成29年７月３日訓令第15号 

平成30年３月30日訓令第８号 

平成30年４月26日訓令第20号 

平成30年11月２日訓令第27号 

（設置） 

第１条 四万十市役所の事業活動に伴い発生する地球温暖化の原因とされる温室効果ガ

スの排出を抑制するために四万十市地球温暖化防止実行委員会（以下「実行委員会」

という。）を設置する。 

（任務） 

第２条 実行委員会は、次の各号に掲げる事項を協議し、その推進に努めるものとする。 

(１) 四万十市地球温暖化防止実行計画（以下「計画」という。）の推進に関するこ

と。 

(２) 計画の点検、評価及び見直しに関すること。 

(３) 市の施設から発生する廃棄物の減量・資源化に関すること。 

(４) 職員等の環境学習、研修等の実施に関すること。 

(５) その他環境への配慮に関すること。 

（組織） 

第３条 実行委員会は、別表第１の委員長及び委員をもって組織する。 

（委員長及び副委員長） 

第４条 実行委員会の委員長は、副市長が務めるものとし、議長となる。 

２ 副委員長は、委員長が委員の中から指名する。 

３ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるときにはその職務を代理する。 

（実行委員会） 

第５条 実行委員会の会議は、必要に応じ委員長が招集する。 

２ 実行委員会は、必要に応じ開催し関係者の出席を求め、意見を聴くことができる。 
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３ 実行委員会で決定された事項については、市長に報告するものとする。 

（エコリーダー） 

第６条 計画の実践リーダーとして、別表第２のとおり各課等に１名のエコリーダーを

配置する。 

２ エコリーダーは、各課等において、所属職員への周知・啓発を行いながら計画の推

進に努め、計画の実施状況について点検・評価する。 

３ エコリーダーは、計画の実施状況を環境生活課へ報告する。 

（庶務） 

第７条 実行委員会の庶務は、環境生活課において処理する。 

（委任） 

第８条 この訓令に定めるもののほか、実行委員会の運営に関し必要な事項は、委員長

が別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この訓令は、平成21年４月１日から施行する。 

（四万十市庁内ごみ減量化推進会議設置要綱の廃止） 

２ 四万十市庁内ごみ減量化推進会議設置要綱（平成19年四万十市訓令第４号）は、廃

止する。 

附 則（平成23年４月１日訓令第４号） 

（施行期日） 

１ この訓令は、公布の日から施行する。 

（経過措置等） 

２ この訓令による改正後の各訓令における財務に関する規定は、平成23年度以降のも

のについて適用し、平成22年度までの財務に関する事項へ適用については、なお従前

の例による。 

附 則（平成26年４月１日訓令第７号） 

この訓令は、公布の日から施行する。 

附 則（平成27年４月１日訓令第８号） 

この訓令は、公布の日から施行する。 

附 則（平成28年４月１日訓令第19号） 

この訓令は、公布の日から施行する。 

附 則（平成29年３月31日訓令第３号） 

この訓令は、平成29年４月１日から施行する。 
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附 則（平成29年７月３日訓令第15号） 

この訓令は、公布の日から施行する。 

附 則（平成30年３月30日訓令第８号） 

この訓令は、平成30年４月１日から施行する。 

附 則（平成30年４月26日訓令第20号） 

この訓令は、平成30年４月27日から施行する。 

附 則（平成30年11月２日訓令第27号） 

この訓令は、公布の日から施行する。 

別表第１（第３条関係） 

構成 所属・職名 

委員長 副市長 

委員 総務課長補佐 

〃 財政課長補佐 

〃 会計課長補佐 

〃 市民病院事務局次長 

〃 子育て支援課長補佐 

〃 学校教育課長補佐 

〃 学校教育課西土佐教育分室長 

〃 西土佐総合支所地域企画課長補佐 

〃 市長が特に認める職員 

別表第２（第６条関係） 

所属・職名 

総務課長補佐 

地震防災課長補佐 

企画広報課長補佐 

財政課長補佐 

市民・人権課長補佐 

税務課長補佐 

収納対策課長補佐 

環境生活課長補佐 

子育て支援課長補佐 

健康推進課長補佐 
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高齢者支援課長補佐 

まちづくり課長補佐 

観光商工課長補佐 

農林水産課長補佐 

市民病院事務局次長 

福祉事務所長補佐 

会計課長補佐 

学校教育課長補佐 

生涯学習課長補佐 

学校教育課西土佐教育分室長 

監査事務局長補佐 

上下水道課長補佐 

西土佐総合支所地域企画課長補佐 

西土佐総合支所保健課長補佐 

西土佐総合支所産業建設課長補佐 

西土佐診療所事務局長補佐 

議会事務局長補佐 

市長が特に認める職員 

※ 上記役職に複数人が該当する場合は、各所属長が決定した１名とする。 

 

 


